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第１章 総則 

 

１ 目的 

  この計画は、津波が発生した場合にその発生直後から津波が終息するまでの概ね

数時間から十数時間の間、住民等の生命及び身体の安全を確保するための避難計画

である。 

 

２ 計画の修正 

  この計画は、適宜、検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正する。 

 

３ 用語の意味 

  この計画において、使用する用語の意味は次のとおりである。 

（１）津波浸水想定区域 

    想定する津波が陸上に遡上した場合に、浸水する陸域の範囲をいう。過去の

津波の浸水地域や千葉県が平成３０年度に想定した津波浸水想定図に基づき

定めるものとする。 

（２）避難対象地域 

    津波が発生した場合に避難が必要な地域で、白子町が指定するものをいう。 

（３）避難路 

    避難するための経路で、町が指定する主要道路等をいう。 

（４）避難経路 

    避難する場合の経路で、住民等が設定するものをいう。 

（５）避難目標地点 

    津波の危険から避難し、生命及び身体の安全を確保するため、避難対象地域

の外に設定する避難の目標地点をいう。 

（６）避難場所 

    津波の危険から避難するために、避難対象地域の外に指定するものをいう。 

（７）津波避難ビル 

    浸水想定区域内において、避難者や逃げ遅れた避難者が、一時もしくは緊急

に避難する町で指定した施設をいう。 

 

 

 

 

 



第２章 避難計画 

 

避難対象地域、避難路・避難経路、避難場所・避難目標地点、津波避難ビル等は下 

表のとおりとする。 

 また、千葉県が平成３０年度に想定した津波浸水想定区域をもとに計画するものと

する。 

 

 ・津波想定高さ・・・１２.１ｍ 

 ・到達予測時間・・・地震発生から３７分 

 

 

 

避難対象地域名 避難目標地点 避難路・経路 避難場所 
津波避難ビル 

（海岸地区のみ） 

浜宿 東 県道 138 号茂

原・白子線 

町道 106 号線 南白亀小学校、   

西 なばき防災の丘 

  （海岸地区のみ） 

牛込 東 県道 138 号茂

原・白子線 

町道 103 号線、

1185 線、110 号

線、203 号線、

202 号線、1186

号線、1182 号

線、2027 号線 

 

  

中   

西   

新田   

剃金 東   ﾀﾞｲｱﾊﾟﾚｽ白子第 1 

西   ﾌﾗﾜｰﾊﾟﾚｽ白子 

    ﾀﾞｲｱﾊﾟﾚｽ白子第 2 

古所 北川岸 県道 138 号茂

原・白子線 

県道 31 号茂原・

白子線 

白潟小学校、 

白子中学校、 

しらかた防災の丘 

（海岸地区のみ） 

青松庭白砂 

中川岸 ｻﾝﾗｲｽﾞﾎﾟｲﾝﾄ白子 

南川岸 ﾊﾟﾉﾗﾏﾋﾞｭｰ白子 

西 松涛苑 

五井 西   

東 町道 108 号線 町道 102 号線 

 

  

八斗 東 

 

  

西     

中里 西     

 



避難対象地域名 避難目標地点 避難路・経路 避難場所 
津波避難ビル 

（海岸地区のみ） 

驚 東 町道 108 号線 町道 101 号線 白潟小学校、 ﾆｭｰｵｰﾂｶ 

西 白子中学校 東天光 

中里 東   ｻﾆｰｲﾝむかい 

中   ｱﾈｯｸｽｻﾝｼｬｲﾝ 

西   かねご海都丸 

幸治 東   ｶｱﾅﾊﾟﾘ 

西   ﾎﾃﾙｻﾝｼｬｲﾝ白子 

      白子ｻﾝﾗｲｽﾞｵｰﾂｶ 

      白子ﾆｭｰｼｰｻｲﾄﾞﾎﾃﾙ 

      白子ﾎﾜｲﾄﾊﾟﾚｽ 

      ﾆｭｰ山中荘 

      ﾌｧﾐｰかたおか 

      ﾆｭｰｶﾈｲ 

      ﾎﾃﾙ城之内荘 

      潮の香の湯宿浜紫 

      ﾎﾃﾙ東海荘 

      ﾘｿﾞｰﾄｲﾝまさや 

      旅館竹ノ家 

日当 北 県道 138 号茂 1185 線、1186

号線、1182 号

線、2027 号線 

関小学校   

  南 原・白子線 

        

        

関 北   県道 31 号茂原・

白子線 東   

南 町道 108 号線 町道 102 号線 

北高根 西   町道 101 号線 

東   

 

 

 

 

 

 

 



第３章 初動体制 

 

 津波警報及び注意報等が発表された場合の職員等の配備体制等については、「白子

町地域防災計画」及び「白子町地域防災計画運用マニュアル」に定める、以下による

ものとする。 

 

１ 配備体制 

区分 配備種別 配備基準 配備内容 配備を要する課 

災害対策本部 

設置前 

情報収集体制 気象庁が震度４又は 

津波注意報を発表 

災害関係課の職

員で情報連絡活

動を円滑に行え

る体制とする。 

総務課 

建設課 

災害警戒体制 気象庁が震度５弱又は

津波警報を発表 

情報収集体制を

強化し、事態の

推移に伴い速や

かに災害対策本

部を設置できる 

体制とする。 

情報収集体制に

加え 

副町長 

環境課 

産業課 

ガス事業所 

自衛消防隊 

災害対策本部 

設置後 

災害対策本部 

第１配備 

気象庁が震度５強又は

大津波警報を発表 

情報、水防、輸

送、医療、救護

等の応急対策活

動が円滑に行え

る体制とする。 

対策本部を構成

する全ての町の

機関 

災害対策本部 

第２配備 

気象庁が震度６弱を 

発表 

災害対策本部第

１配備体制を強

化し対処する体

制とする。 

同上 

災害対策本部 

第３配備 

気象庁が震度６強以上

を発表 

町の組織及び機

能のすべてをあ

げて対処する体

制とし、その所

要人員は各所属 

職員全員とする。 

同上 



２ 津波情報の収集・伝達 

 地震発生後の津波監視は、現地で監視を行う職員の安全を十分に確保した体制で実

施するものとし、気象庁の発表する情報を迅速に把握し住民等に伝達する。 

 

（１）通信連絡系統図 

 津波情報等の情報伝達の流れは次のとおりである。 

 

３ 活動可能時間 

避難誘導等の災害対応を実施するにあたり、自らの命を守ることが最も基本であ

り、津波の到達予想時間を基にした活動可能時間を把握する必要がある。なお、活

動可能時間の終了を迎えたときは、活動途中でも退避を開始し、津波到達予想時間

までに安全を確保する。 

 

活動可能時間＝ ④ －（ ①＋②＋③ ） 

① 活動場所までの出動時間 

② 活動場所から避難場所への退避時間 

③ 安全時間（想定外の事案発生も含めて、安全確実に退避するための予備時間） 

④ 津波到達予想時刻までの時間 



第４章 避難指示等の発令 

 

１ 発令基準 

 ○避難指示等の発令基準は以下のとおりとする。 

種別 基準 対象区域等 

 

 

 

 

 

 

避難指示 

津波注意報が発表さ

れたとき。 

海岸堤防等より海側の地域 

津波警報が発表され

たとき。 

海岸堤防等が無い又は海岸堤防が低いた

め、高さ３m の津波によって浸水が想定さ

れる地域 

大津波警報が発表さ

れたとき。 

白子町津波ハザードマップで浸水する地域

（沿岸の水深 1m 地点で平均海水面から

10m の津波高を想定） 

震度４程度以上の強

い揺れ 

白子町津波ハザードマップで浸水する地域 

※停電、通信途絶などにより津波警報等を

適時に受けることができない状況において

対象となる 揺れは弱いが 1 分以

上の長い揺れ 

 

※遠地地震による津波発生時は、発表される警報、注意報に応じて上記に準じ対

応するものとする。 

 

＜警報、注意報の分類＞ 

 

予想される高さ 

発表される高さ 

数値 定性的表現 

大津波警報 

10ｍ 〜 10ｍ超 

巨大 5ｍ 〜 10ｍ 10ｍ 

3ｍ 〜  5ｍ 5ｍ 

津波警報 1ｍ 〜  3ｍ 3ｍ 高い 

津波注意報 20cm 〜  1ｍ 1ｍ 表記なし 

 



 

２ 発令の時期及び手順 

  避難指示の発令は、町長が基準に該当する事態を認知したのちに直ちに行う。町

長が不在の場合は、副町長、防災担当課長の順位でこれを代行する。 

 

 

３ 伝達方法 

  避難指示発令の住民等への伝達方法は、防災行政無線（同報系）、サイレン、緊急

速報メールなど多様な手段を活用する。 

 

 

４ 避難指示等の解除基準 

  避難指示等を発令した場合の解除基準は、津波注意報または津波警報の解除が発 

表されるなど、津波による被害発生のおそれがないと判断された時点とする。 

 

 

 

第６章 津波に対する教育・啓発 

 

 津波に関する基礎的な知識、応急対策、避難等について絶えず啓発を行う。 

強い地震（震度４程度以上）を感じた場合は、避難指示等を待たず、自主的に直ち 

に避難するよう啓発する。 

 また、消防団員、自主防災組織のリーダー、事業所の防災担当者等については、普

及啓発やワークショップの運営を担当できる内容の研修を実施するよう努める。 

 

 

 

第７章 津波避難訓練の実施 

 

 円滑な避難と津波対策の問題点の検証を行うために、年一回以上、津波避難訓練を

実施する。また、実施後は検討会等を実施し、問題点の検証を行う。 


